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1.　18年8月中間期の業績（平成18年3月1日～平成18年8月31日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(金額表示：百万円未満切捨）
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年8月中間期 37,971 8.0 879 △4.4 1,068 △3.0

17年8月中間期 35,164 98.2 920 20.3 1,101 31.6

18年2月期 71,352 97.6 930 3.7 1,313 21.3

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年8月中間期 387 △37.7 12 03

17年8月中間期 622 22.4 19 41

18年2月期 689 13.3 21 47
(注) ① 期中平均株式数 18年8月中間期 32,226,238株 17年8月中間期 32,050,430株 18年2月期 32,132,797株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期比（前期比）増減率

　
(2) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(金額表示：百万円未満切捨）

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年8月中間期 35,707 27,074 75.8 840 15

17年8月中間期 36,436 26,963 74.0 837 50

18年2月期 34,587 26,933 77.9 835 73
(注) ① 期末発行済株式数 18年8月中間期 32,225,515株 17年8月中間期 32,195,485株 18年2月期 32,227,413株

　 ② 期末自己株式数 18年8月中間期 42,206株 17年8月中間期 35,236株 18年2月期 40,308株

　

2.　19年2月期の業績予想（平成18年3月1日～平成19年2月28日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 75,000 2,200 1,000

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　31円03銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

18年2月期 8.00 8.00 16.00

19年2月期(実績) 8.00 ―
16.00

19年2月期(予想) ― 8.00

(※)上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料の6ページを、

配当金に関する事項につきましては3ページをご参照ください。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※３ 1,288,531 　 　 3,621,588 　 　 3,165,547 　 　

　２　受取手形 　 103,800 　 　 100,094 　 　 87,703 　 　

　３　売掛金 　 8,576,819 　 　 8,986,790 　 　 6,718,461 　 　

　４　たな卸資産 　 4,716,097 　 　 3,508,677 　 　 3,905,711 　 　

　５　為替予約評価差額 　 31,421 　 　 57,517 　 　 82,485 　 　

　６　その他 　 1,343,327 　 　 1,477,803 　 　 1,090,443 　 　

　　　貸倒引当金 　 △90,195 　 　 △101,006 　 　 △66,118 　 　

　　　流動資産合計 　 　 15,969,801 43.8 　 17,651,466 49.4 　 14,984,234 43.3

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　建物
※１
※３

2,128,948 　 　 2,186,472 　 　 2,285,250 　 　

　　２　機械装置
※１
※２

565,963 　 　 612,515 　 　 644,325 　 　

　　３　土地 ※３ 3,357,604 　 　 3,003,290 　 　 3,357,604 　 　

　　４　その他
※１
※２

586,988 　 　 507,687 　 　 527,689 　 　

　　　有形固定資産合計 　 6,639,504 　 18.2 6,309,966 　 17.7 6,814,869 　 19.7

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　営業権 　 2,903,241 　 　 2,126,965 　 　 2,515,103 　 　

　　２　その他 　 205,906 　 　 190,409 　 　 185,751 　 　

　　　無形固定資産合計 　 3,109,148 　 8.6 2,317,374 　 6.5 2,700,855 　 7.8

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資有価証券 　 2,695,884 　 　 1,675,706 　 　 2,001,582 　 　

　　２　関係会社株式 　 4,020,425 　 　 4,362,140 　 　 4,337,070 　 　

　　３　関係会社長期貸付金 　 3,131,625 　 　 2,168,598 　 　 2,709,695 　 　

　　４　その他 　 1,105,558 　 　 1,522,764 　 　 1,332,774 　 　

　　　貸倒引当金 　 △235,254 　 　 △300,717 　 　 △293,398 　 　

　　　投資その他の資産合計 　 10,718,238 　 29.4 9,428,492 　 26.4 10,087,724 　 29.2

　　　固定資産合計 　 　 20,466,891 56.2 　 18,055,833 50.6 　 19,603,448 56.7

　　　資産合計 　 　 36,436,692 100.0 　 35,707,299 100.0 　 34,587,683 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 ※３ 5,651,869 　 　 5,366,658 　 　 4,083,964 　 　

　２　未払法人税等 　 444,076 　 　 554,464 　 　 318,761 　 　

　３　賞与引当金 　 308,063 　 　 307,219 　 　 311,425 　 　

　４　繰延ヘッジ利益 　 23,481 　 　 ― 　 　 48,691 　 　

　５　その他 　 1,417,208 　 　 1,368,511 　 　 1,257,699 　 　

　　　流動負債合計 　 　 7,844,697 21.5 　 7,596,853 21.3 　 6,020,540 17.4

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 186,001 　 　 205,858 　 　 189,030 　 　

　２　役員退職慰労引当金 　 202,424 　 　 210,682 　 　 205,739 　 　

　３　長期未払金 　 1,239,000 　 　 619,500 　 　 1,239,000 　 　

　４　その他 　 1,000 　 　 ― 　 　 ― 　 　

　　　固定負債合計 　 　 1,628,425 4.5 　 1,036,040 2.9 　 1,633,769 4.7

　　　負債合計 　 　 9,473,123 26.0 　 8,632,894 24.2 　 7,654,310 22.1

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 4,286,588 11.8 　 ― ― 　 4,298,354 12.4

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 11,870,030 　 　 ― 　 　 11,881,796 　 　

　２　その他資本剰余金 　 70,353 　 　 ― 　 　 70,577 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 11,940,383 32.8 　 ― ― 　 11,952,374 34.6

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 590,000 　 　 ― 　 　 590,000 　 　

　２　任意積立金 　 8,050,155 　 　 ― 　 　 8,050,155 　 　

　３　中間(当期)未処分利益 　 1,847,367 　 　 ― 　 　 1,657,475 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 10,487,522 28.8 　 ― ― 　 10,297,631 29.8

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 271,545 0.7 　 ― ― 　 413,126 1.2

Ⅴ　自己株式 　 　 △22,471 △0.1 　 ― ― 　 △28,113 △0.1

　　　資本合計 　 　 26,963,568 74.0 　 ― ― 　 26,933,373 77.9

　　　負債・資本合計 　 　 36,436,692 100.0 　 ― ― 　 34,587,683 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 資本金 　 　 　 　 　 4,298,354 12.0 　 　 　

　(2) 資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　資本準備金 　 　 　 　 11,881,796 　 　 　 　 　

　　２　その他資本剰余金 　 　 　 　 70,718 　 　 　 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 　 　 　 11,952,514 33.5 　 　 　

　(3) 利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　利益準備金 　 　 　 　 590,000 　 　 　 　 　

　　２　その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　任意積立金 　 　 　 　 8,049,561 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 　 　 　 1,787,838 　 　 　 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 　 　 　 10,427,400 29.2 　 　 　

　(4) 自己株式 　 　 　 　 　 △30,281 △0.1 　 　 　

　　　株主資本合計 　 　 　 　 　 26,647,988 74.6 　 　 　

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 　 　 　 393,641 　 　 　 　

　(2) 繰延ヘッジ損益 　 　 　 　 　 32,775 　 　 　 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 　 　 　 426,417 1.2 　 　 　

　　　純資産合計 　 　 　 　 　 27,074,405 75.8 　 　 　

　　　負債・純資産合計 　 　 　 　 　 35,707,299 100.0 　 　 　
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品売上高 　 　 14,865,825 　 　 19,979,984 　 　 35,939,288 　

　２　商品売上高 　 　 20,298,369 　 　 17,991,435 　 　 35,412,995 　

　　　売上高合計 　 　 35,164,195 100.0 　 37,971,420 100.0 　 71,352,283 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品売上原価 　 　 12,133,270 　 　 16,824,755 　 　 31,201,085 　

　２　商品売上原価 　 　 19,027,848 　 　 17,123,789 　 　 33,077,043 　

　　　売上原価合計 　 　 31,161,118 88.6 　 33,948,545 89.4 　 64,278,129 90.1

　　　売上総利益 　 　 4,003,076 11.4 　 4,022,875 10.6 　 7,074,154 9.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 3,083,067 8.8 　 3,142,934 8.3 　 6,144,080 8.6

　　　営業利益 　 　 920,009 2.6 　 879,940 2.3 　 930,074 1.3

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 　 17,866 　 　 17,920 　 　 36,798 　

　２　その他 ※１ 　 261,658 　 　 245,938 　 　 511,900 　

　　　営業外収益合計 　 　 279,525 0.8 　 263,858 0.7 　 548,699 0.7

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 　 210 　 　 412 　 　 2,695 　

　２　その他 ※２ 　 97,940 　 　 75,350 　 　 162,162 　

　　　営業外費用合計 　 　 98,151 0.3 　 75,762 0.2 　 164,858 0.2

　　　経常利益 　 　 1,101,383 3.1 　 1,068,036 2.8 　 1,313,914 1.8

Ⅵ　特別利益 　 　 94,899 0.3 　 35,439 0.1 　 125,471 0.2

Ⅶ　特別損失
※３
※６

　 59,186 0.2 　 398,645 1.0 　 77,646 0.1

　　　税引前中間(当期)純利益 　 　 1,137,095 3.2 　 704,829 1.9 　 1,361,739 1.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 424,445 　 　 522,364 　 　 591,390 　 　

　　　法人税等調整額 　 90,427 514,873 1.4 △205,123 317,241 0.9 80,455 671,846 0.9

　　　中間(当期)純利益 　 　 622,221 1.8 　 387,588 1.0 　 689,893 1.0

　　　前期繰越利益 　 　 1,225,145 　 　 　 　 　 1,225,145 　

　　　中間配当金 　 　 ― 　 　 　 　 　 257,563 　

　　　中間(当期)未処分利益 　 　 1,847,367 　 　 　 　 　 1,657,475 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年３月１日　至　平成18年８月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高(千円) 4,298,354 11,881,796 70,577 11,952,374

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　

　中間純利益 　 　 　 　

　自己株式の取得 　 　 　 　

　自己株式の処分 　 　 140 140

　特別償却準備金の積立 　 　 　 　

　平成18年5月25日開催の定時株主
　総会決議による特別償却準備金
　の取崩

　 　 　 　

　その他の事由による特別償却
　準備金の取崩

　 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

　 　 140 140

平成18年８月31日残高(千円) 4,298,354 11,881,796 70,718 11,952,514

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

任意積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月28日残高(千円) 590,000 8,050,155 1,657,475 10,297,631 △28,113 26,520,246

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △257,819 △257,819 　 △257,819

　中間純利益 　 　 387,588 387,588 　 387,588

　自己株式の取得 　 　 　 　 △2,493 △2,493

　自己株式の処分 　 　 　 　 325 466

　特別償却準備金の積立 　 18,743 △18,743 ― 　 ―

　平成18年5月25日開催の定時株主
　総会決議による特別償却準備金
　の取崩

　 △11,551 11,551 ― 　 ―

　その他の事由による特別償却
　準備金の取崩

　 △7,785 7,785 ― 　 ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

　 △593 130,363 129,769 △2,168 127,741

平成18年８月31日残高(千円) 590,000 8,049,561 1,787,838 10,427,400 △30,281 26,647,988
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(千円) 413,126 　 413,126 26,933,373

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 △257,819

　中間純利益 　 　 　 387,588

　自己株式の取得 　 　 　 △2,493

　自己株式の処分 　 　 　 466

　特別償却準備金の積立 　 　 　 ―

　平成18年5月25日開催の定時株主
　総会決議による特別償却準備金
　の取崩

　 　 　 ―

　その他の事由による特別償却
　準備金の取崩

　 　 　 ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△19,485 32,775 13,290 13,290

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△19,485 32,775 13,290 141,032

平成18年８月31日残高(千円) 393,641 32,775 426,417 27,074,405
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

　
前中間会計期間

(自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日)

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

１　資産の評価基準及び

評価方法

(1) 有価証券

　　①子会社株式

　　　　移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

　　①子会社株式

同左

(1) 有価証券

　　①子会社株式

同左

　 　　②その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

　　②その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

　　②その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　事業年度末の市場

価格等に基づく時

価 法 ( 評 価 差 額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による

原価法

　　　時価のないもの

同左

　　　時価のないもの

同左

　 (2) デリバティブ

　　時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

　 (3) たな卸資産

　　商品(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

(3) たな卸資産

　　商品(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

(3) たな卸資産

　　商品(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

　 　　商品(その他)

　　　個別法による低価法

　　製品(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

　　製品(その他)・仕掛品

　　　移動平均法による低

価法

　　原材料(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

　　原材料(その他の肉)

　　　個別法による低価法

　　原材料(その他)

　　　移動平均法による低

価法

（追加情報）

　　㈱ムラチクと合併した

ことにより、当中間会

計期間より評価基準及

び評価方法を細分して

おります。

　　商品(その他)

　　　個別法による低価法

　　製品(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

　　製品(その他)・仕掛品

　　　移動平均法による低

価法

　　原材料(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

　　原材料(その他の肉)

　　　個別法による低価法

　　原材料(その他)

　　　移動平均法による低

価法

　

　

　　商品(その他)

　　　個別法による低価法

　　製品(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

　　製品(その他)・仕掛品

　　　移動平均法による低

価法

　　原材料(国産牛肉)

　　　個別法による原価法

　　原材料(その他の肉)

　　　個別法による低価法

　　原材料(その他)

　　　移動平均法による低

価法

（追加情報）

　　㈱ムラチクと合併した

ことにより、当事業年

度より評価基準及び評

価方法を細分しており

ます。
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前中間会計期間

(自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日)

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

２　固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月

１日以降取得の建物(建

物附属設備を除く)は定

額法

　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

　　建物

　　　…７年～31年

　　機械装置

　　　…４年～12年

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月

１日以降取得の建物(建

物附属設備を除く)は定

額法。

　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

　　建物

　　　…７年～50年

　　機械装置

　　　…４年～12年

(1) 有形固定資産

　　同左

　　

　　

　

　　　

　　

　　　

　 (2) 無形固定資産

　　定額法

　　なお、営業権について

は５年間均等償却によ

っております。

　　また、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間（５年）に基づく

定額法を採用しており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　定額法

　

(3) 長期前払費用

同左

　

(3) 長期前払費用

同左

　

３　引当金の計上基準

　

(1) 貸倒引当金

　　売上債権等の貸倒れに

よる損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産

更生債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　

(1) 貸倒引当金

同左

　

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込

額基準に基づき計上し

ております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左
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前中間会計期間

(自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日)

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

　　数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による定額法に

より按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度

から費用処理すること

としております。

　　(追加情報)

　　　当社は,確定拠出年金

法の施行に伴い、平成

17年３月１日に適格退

職年金制度及び退職一

時金制度の一部につい

て確定拠出年金制度へ

移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）

を適用しております。

　　　本移行に伴う影響額

88,985千円は特別利益

に計上しております。

　

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

　　数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による定額法に

より按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度

から費用処理すること

としております。

　

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務の見

込額に基づき計上して

おります。

　　数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用

処理することとしてお

ります。

　　(追加情報)

　　　当社は、確定拠出年

金法の施行に伴い、平

成17年３月１日に適格

退職年金制度及び退職

一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度

へ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会

計基準適用指針第１

号）を適用しておりま

す。

　　　本移行に伴う影響額

88,985千円は「退職給

付制度間移行利益」と

して特別利益に計上し

ております。

　

　 (4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基

づく中間期末要支給額

を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

　　

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。
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前中間会計期間

(自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日)

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

４　リース取引の処理方

法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用

しております。

　　また、為替変動リスク

のヘッジについて振当

処理の要件を満たして

いる場合には振当処理

を行っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段

　　　先物為替予約

　　ヘッジ対象

　　　外貨建商品仕入によ

る外貨建債務及び外

貨建予定取引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　　先物為替予約は為替変

動リスクをヘッジする

ため、外貨建商品仕入

の年間計画額を上限と

して、一定のヘッジ比

率以上の為替予約を実

施することとし、社内

管理規程に基づき、輸

入食肉事業部を取引の

執行部署、経理部を管

理の所管部署とするリ

スク管理体制をとって

おります。

(3) ヘッジ方針

同左

　　

(3) ヘッジ方針

同左

　

　 (4) ヘッジの有効性評価の

方法

　　ヘッジ会計の要件を満

たすかどうかを判定す

るため、先物為替予約

額がヘッジ対象取引額

の範囲内であることを

毎月確認しておりま

す。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

　

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

　

６　その他中間財務諸表

(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

　

消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

また、仮払消費税等・仮受

消費税等は相殺し、流動資

産の「その他」に含めて表

示しております。

消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

また、仮払消費税等・仮受

消費税等は相殺し、流動負

債の「その他」に含めて表

示しております。

　

消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。
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会計処理の変更

　

前中間会計期間
(自　平成17年３月１日
　至　平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年３月１日
　至　平成18年８月31日)

前事業年度
(自　平成17年３月１日
　至　平成18年２月28日)

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示につい

て）

　「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年3月31日に公布され、平

成16年4月1日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期

間から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」

（平成16年2月13日　企業会計基

準委員会　実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理

費が30,000千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益はそれぞれ同額減少しておりま

す。

―――

　

　

　

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示につい

て）

　「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年3月31日に公布され、平

成16年4月1日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度か

ら「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成

16年2月13日　企業会計基準委員会

　実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理

費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理

費が44,500千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ同額減少しておりま

す。

―――

　

　

　

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当社は「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年

8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成

15年10月31日）を適用いたしてお

ります。

　これにより営業利益及び経常利

益は947千円増加し、税引前中間純

利益が372,106千円減少しておりま

す。

―――
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前中間会計期間
(自　平成17年３月１日
　至　平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年３月１日
　至　平成18年８月31日)

前事業年度
(自　平成17年３月１日
　至　平成18年２月28日)

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

　当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会　平

成17年12月9日　企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会　平

成17年12月9日　企業会計基準適

用指針第８号)を適用しておりま

す。

　これによる損益に与える影響は

ありません。

　なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は27,041,629千

円であります。

　中間財務諸表規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表規則により作成しております。

　前中間会計期間において「負債

の部」に表示しておりました「繰

延ヘッジ利益」は、当中間会計期

間から税効果調整後の金額を「評

価・換算差額等」の内訳科目の

「繰延ヘッジ損益」として表示し

ております。

　なお、前中間会計期間の繰延ヘ

ッジ利益について、当中間会計期

間と同様の方法によった場合の金

額は13,853千円であります。

―――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

項目
前中間会計期間末
(平成17年８月31日)

当中間会計期間末
(平成18年８月31日)

前事業年度末
(平成18年２月28日)

※１　有形固定資産の

減価償却累計額

9,306,181千円 9,533,591千円 9,359,742千円

※２　有形固定資産の

圧縮記帳額

610千円 217千円 217千円

※３　担保に供してい

る資産及び担保

に供されている

債務

仕入債務201,520千円に対

して、下記の資産を担保に

供しております。
現金及び預金 25,707千円

建物 953,615千円

土地 1,123,710千円

計 2,103,033千円

仕入債務211,221千円に対

して、下記の資産を担保に

供しております。
現金及び預金 28,707千円

建物 875,450千円

土地 1,123,710千円

計 2,027,868千円

仕入債務197,604千円に対

して、下記の資産を担保に

供しております。
現金及び預金 25,707千円

建物 913,384千円

土地 1,123,710千円

計 2,062,803千円

　４　保証債務 保証先 種類 金額

FREMONT

BEEF

COMPANY

仕入

債務

367千円

(US$3,321)

保証先 種類 金額

FREMONT

BEEF

COMPANY

仕入

債務

10,791千円

(US$91,968)

為替　
先物　
予約

20,370千円　
　(US
$173,606)

保証先 種類 金額

FREMONT

BEEF

COMPANY

仕入

債務

5,269千円

(US$45,306)

為替

先物

予約

604,812千円

(US$

5,200,000)
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(中間損益計算書関係)

項目
前中間会計期間

(自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日)

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

※１　営業外収益

　　　「その他」の項

目

主なもの

受取配当金 68,566千円

有価証券
売却益

62,035千円

主なもの

受取配当金 91,326千円

受取家賃 34,964千円

有価証券
売却益

41,253千円

主なもの

受取配当金 74,820千円

為替差益 69,947千円

有価証券
売却益

140,468千円

※２　営業外費用

　　　「その他」の項

目

主なもの

固定資産
賃貸原価

25,417千円

船橋工場
休止費用

45,558千円

為替差損 19,080千円

主なもの

固定資産
賃貸原価

30,052千円

船橋工場
休止費用

38,624千円

　 　

主なもの

固定資産
賃貸原価

55,493千円

船橋工場
休止費用

86,399千円

※３　特別損失の主要

項目
固定資産
処分損

46,796千円

建物及び
構築物

35,073千円

機械装置 8,790千円

工具器具
及び備品

829千円

車輌
運搬具

1,550千円

ソフト
ウェア

552千円

固定資産
処分損

4,135千円

建物及び
構築物

12千円

機械装置 3,513千円

工具器具
及び備品

608千円

　 　

　 　

固定資産
処分損

64,814千円

建物 35,884千円

構築物 1,027千円

機械装置 21,756千円

車輌
運搬具他

6,146千円

　４　減価償却実施額 　 　 　

　　　有形固定資産 207,715千円 210,486千円 419,759千円

　　　無形固定資産 418,964千円 421,831千円 841,750千円

　５　税効果会計

　

当中間会計期間における税

額計算については、特別償

却準備金を利益処分により

取り崩したものとみなして

計算しております。

―――

　

―――
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日)

前事業年度
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

※６　減損損失 ――― 　当社は、以下の資産グル

ープについて減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所
金額

（千円）

遊休
土地

構築物

大阪府

泉佐野市
265,254 

遊休 土地
兵庫県

淡路市
75,143 

遊休 土地
鹿児島

県鹿屋市
15,985 

遊休 土地等
愛知県

小牧市他
16,670 

合計 373,054 

　当社は、キャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位と

して、営業所単位を基本と

し、遊休資産については、

当該資産単独で資産のグル

ーピングを行っておりま

す。

　当社は、保有する資産グ

ループの資産査定を実施

し、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスであ

る資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額

し、減損損失373,054千円

を計上しました。

　回収可能価額は正味売却

価額及び使用価値により測

定しており、土地の正味売

却価額は路線価等により評

価、建物、構築物及び機械

装置等についてはゼロ評価

とし、使用価値は将来キャ

ッシュ・フローを7％で割り

引いて算定しております。

―――
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　

当中間会計期間（自　平成18年３月１日　至　平成18年８月31日）

　

自己株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 40,308 2,354 456 42,206

（変動事由の概要）

　増加数の主な内訳は次の通りであります。

　単元未満株式の買取による増加　　2,354株

　

　減少数の主な内訳は次の通りであります。

　単元未満株式の売却による減少　　　456株
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リース取引関係

半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

　

　

有価証券関係

前中間会計期間（平成17年８月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 2,523,910千円 3,377,017千円 853,107千円

　

当中間会計期間（平成18年８月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 2,523,910千円 3,009,570千円 485,659千円

　

前事業年度（平成18年２月28日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 2,523,910千円 3,796,957千円 1,273,047千円
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